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議案第 15 号 

 長門市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

  令和２年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項

の規定に基づき、市長若しくは委員会の委員若しくは委員又は職員（同法第

243 条の２の２第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。以下

「市長等」という。）の市に対する損害を賠償する責任の一部の免責について

必要な事項を定めるものとする。  

（損害賠償責任の一部免責）  

第２条 市長等の市に対する損害を賠償する責任は、市長等が職務を行うにつき善

意でかつ重大な過失がないときは、当該市長等が賠償の責任を負う額から、地

方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 173 条第１項第１号に規定する普

通地方公共団体の長等の基準給与年額に、次の各号に掲げる市長等の区分に応

じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額について免れるもの

とする。 

（１）市長 ６ 

（２）副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又は監査

委員 ４ 

（３）農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委員又は消防長 ２ 

（４）前２号に掲げる職員以外の職員 １ 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

  



議案第 16 号 

 長門市部課設置条例の一部を改正する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市部課設置条例の一部を改正する条例  

長門市部課設置条例（平成 17 年長門市条例第８号）の一部を次のように改正す

る。  

第１条第３号を次のように改める。  

（３）経済観光部 

ア 産業戦略課  

イ 農林水産課  

ウ 観光政策課  

第２条第１号中ア（ウ）を削り、ア（エ）をア（ウ）とし、同条第３号を次の

ように改める。  

（３）経済観光部 

ア 産業戦略課 

（ア）産業（第１次産業を除く。）に関すること。  

（イ）労働に関すること。  

（ウ）地域交通に関すること。  

イ 農林水産課  

（ア）農業に関すること。  

（イ）畜産業に関すること。  

（ウ）林業に関すること。  

（エ）漁業に関すること。  

（オ）漁港に関すること。  

ウ 観光政策課  

（ア）観光振興に関すること。  

（イ）観光施設に関すること。  

（ウ）温泉に関すること。  

（エ）観光・スポーツ交流に関すること。  



（オ）文化・国際交流に関すること。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（長門市林業・木材産業構造改革事業協議会条例の一部改正） 

２ 長門市林業・木材産業構造改革事業協議会条例（平成 17 年長門市条例第 131

号）の一部を次のように改正する。  

第７条中「農林課」を「農林水産課」に改める。  

（長門市農業振興協議会条例の一部改正）  

３ 長門市農業振興協議会条例（平成 17 年長門市条例第 226 号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第７条中「農林課」を「農林水産課」に改める。  

（長門市くじら資料館条例の一部改正） 

４ 長門市くじら資料館条例（平成 17 年長門市条例第 167 号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第４号中「長門市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。  

第４条及び第８条から第 11 条までの規定中「教育委員会」を「市長」に改め

る。  

第 12 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（長門市村田清風記念館条例の一部改正） 

５ 長門市村田清風記念館条例（平成 17 年長門市条例第 170 号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第３条第４号中「長門市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を

「市長」に改める。  

第４条、第８条第１項及び第３項、第９条、第 10 条、第 11 条、第 12 条第

１項並びに第 14 条第３項中「教育委員会」を「市長」に改める。  

第 15 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（長門市湯本温泉保護開発委員会条例の一部改正） 

６ 長門市湯本温泉保護開発委員会条例（平成 17 年長門市条例第 195 号）の一部

を次のように改正する。  



第７条中「観光課」を「観光政策課」に改める。  



議案第 17 号 

 長門市印鑑条例の一部を改正する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

                  長門市長 江 原 達 也 

 

長門市印鑑条例の一部を改正する条例  

長門市印鑑条例（平成 17 年長門市条例第 18 号）の一部を次のように改正する。  

第２条第２項中「成年被後見人」を「意思能力を有しない者（15 歳未満の者を

除く。）」に改める。  

第５条第２項中「記載」の次に「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク

（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を加える。 

第６条第１項第３号中「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同

じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を削る。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第 18 号 

 長門市固定資産評価審査委員会条例及び長門市証明等手数料条例の一部を改正す

る条例 

  令和２年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市固定資産評価審査委員会条例及び長門市証明等手数料条例の一部を

改正する条例 

（長門市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 長門市固定資産評価審査委員会条例（平成 17 年長門市条例第 31 号）の

一部を次のように改正する。  

第６条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」を

「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条第１項」を

「第６条第１項」に改める。  

（長門市証明等手数料条例の一部改正） 

第２条 長門市証明等手数料条例 (平成 17 年長門市条例第 62 号)の一部を次のよ

うに改正する。  

別表中 

「  
  

 

   

行政手続等における情報通信の技術の利用

に関する法律（平成 14 年法律第 151 号）

第 4 条第 1 項の規定により同項に規定する

電子情報処理組織を使用して交付する場合  

用紙の片面に複写し、又は出力

したものを交付することとした

ならば、複写され、又は出力さ

れる用紙 1 枚につき 10 円  
 

 

  
」  

を  

「  
  

  

  

情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律（平成 14 年法律第 151 号）第 7

条第 1 項の規定により同項に規定する電子

情報処理組織を使用して交付する場合  

用紙の片面に複写し、又は出力

したものを交付することとした

ならば、複写され、又は出力さ

れる用紙 1 枚につき 10 円  
 

 

  
」  

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第 19 号 

長門市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例  

長門市職員の服務の宣誓に関する条例（平成 17 年長門市条例第 38 号）の一部

を次のように改正する。  

第２条に次の１項を加える。  

２ 地方公務員法第 22 条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の宣誓に

ついては、前項の規定にかかわらず、任命権者は、別段の定めをすることがで

きる。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第 20 号 

長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

                    長門市長 江 原 達 也 

 

長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例  

（長門市報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第１条 長門市報酬及び費用弁償条例（平成 17 年長門市条例第 45 号）の一部を

次のように改正する。  

第１条中「昭和 25 年法律第 261 号）」の次に「第 22 条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員及び」を加える。  

第５条第２項後段を削る。 

別表伝送交換主任技術者の項、線路主任技術者の項、金子みすゞ記念館の部、

香月泰男美術館の部、ラポールゆや館長の項、交通安全推進協議会委員の項、

登記嘱託員の項、消費生活相談員の項、母子・父子自立支援員の項、家庭児童

相談員の項、障害福祉相談員の項、介護認定支援員の項、ファミリーサポート

センターアドバイザーの項、地域包括支援センターの部、母子保健コーディネ

ーターの項、相談支援包括化推進員の項、農業連絡員の項、教育支援センター

長の項、教育支援センター相談員の項、少年安全サポーターの項、教育相談員

の項、社会教育指導員の項、文化財保護指導員の項、公民館長の項、日置農村

環境改善センター所長の項、宗頭文化センター所長の項、図書館長の項、給食

センター所長の項、くじら資料館長の項及び村田清風記念館長の項を削り、同

表生活保護嘱託医の部一般の項中「90,000 円」を「110,400 円」に改め、同表

観光基本計画審議会委員の項の前に次のように加える。  

長門湯本温泉みらい振興評価委員会委員  日額  5,000 円  
  

第２条 長門市報酬及び費用弁償条例の一部を次のように改正する。  

別表農業委員会の部を次のように改める。  

 

農業委員会 会長  基礎報酬額 月額 42,000 円  

実績加算額（能率給） 市長が別に定める額  

会長職務代理者  基礎報酬額 月額 31,000 円  

実績加算額（能率給） 市長が別に定める額  

委員  基礎報酬額 月額 28,000 円  

 



 
実績加算額（能率給） 市長が別に定める額  

農地利用最適化推

進委員 

基礎報酬額 月額 25,000 円  

実績加算額（能率給） 市長が別に定める額  

 
 

附 則 

この条例中は、第１条の規定は令和２年４月１日から、第２条の規定は同年７

月 20 日から施行する。  



議案第 21 号 

 長門市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

   長門市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例  

 長門市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

26 年長門市条例第 25 号）の一部を次のように改正する。  

 第７条及び第 10 条第３項第３号中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に改め

る。  

 附則第２条中「平成 32 年３月 31 日」を「令和７年３月 31 日」に改める。  

附 則 

 この条例中第７条及び第 10 条の規定は令和４年４月１日から、附則第２条の規

定は令和２年４月１日から施行する。  

 



議案第 22 号 

長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

長門市国民健康保険条例（平成 17 年長門市条例第 94 号）の一部を次のように

改正する。 

第 18 条の６中「61 万円」を「63 万円」に改める。  

第 18 条の 12 中「16 万円」を「17 万円」に改める。  

第 22 条第１項各号列記以外の部分中「61 万円」を「63 万円」に改め、同項第

２号柱書中「28 万円」を「28 万 5 千円」に改め、同項第３号柱書中「51 万円」

を「52 万円」に改め、同条第３項中「61 万円」を「63 万円」に改め、同条第４

項中「61 万円」を「63 万円」に、「16 万円」を「17 万円」に改める。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例による改正後の長門市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の

年度分の保険料について適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、

なお従前の例による。  

 



議案第 23 号 

長門市漁港管理条例の一部を改正する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

                    長門市長 江 原 達 也 

 

長門市漁港管理条例の一部を改正する条例  

長門市漁港管理条例（平成 17 年長門市条例第 136 号）の一部を次のように改正

する。 

第９条第３項中「１月（工作物の設置を目的とする占用にあっては、３年）」

を「10 年」に改める。  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第 24 号 

長門市営住宅条例の一部を改正する条例  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市営住宅条例の一部を改正する条例  

長門市営住宅条例（平成 17 年長門市条例第 144 号）の一部を次のように改正す

る。  

第５条第５号中「第３条第３項若しくは第４項」を「第３条第４項若しくは第

５項」に改め、「住宅街区整備事業」の次に「、密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律（平成９年法律第 49 号）に基づく防災街区整備事業」を加

え、同条第７号中「、又は」を「、」に、「若しくは」を「又は」に、「によ

り、」を「その他既存入居者又は同居者の世帯構成及び心身の状況からみて」に改

める。 

第９条第４項中「寡婦」を「寡婦（寡夫）」に改める。  

第 14 条に次の１項を加える。 

４ 市長は、市営住宅の入居者（介護保険法（平成９年法律第 123 号）第５条の

２第１項に規定する認知症である者、知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37

号）にいう知的障害者その他省令第８条で定める者に該当する者に限る。）が

第１項に規定する収入の申告をすること及び法第 34 条の規定による報告の請求

に応じることが困難な事情にあると認めるときは、同項の規定にかかわらず、

当該入居者の市営住宅の毎月の家賃を、毎年度、令第２条で定めるところによ

り、法第 34 条の規定による書類の閲覧の請求その他の省令第９条で定める方法

により把握した当該入居者の収入及び当該市営住宅の立地条件、規模、建設時

からの経過年数その他の事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の家賃以下で定め

ることができる。  

第 15 条第２項中「第８条」を「第７条」に改め、同条第３項中「申告」の次に

「又は法第 34 条の規定による書類の閲覧の請求その他の省令第９条で定める方法

により把握した入居者の収入」を加える。  

第 21 条第１項中「（畳の表替え、破損ガラスの取替え等の軽微な修繕及び給水

栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費用を除く。）



は」を「は、市長がその修繕に要する費用を入居者が負担するものとして定めるも

のを除き」に改め、同条第３項中「第１項に掲げる修繕」を「市営住宅及び共同施

設の修繕」に、「同項の」を「第１項の」に改める。  

第 22 条第４号中「前条第１項に規定するもの」を「前条第１項において市が負

担することとされているもの」に改める。  

第 29 条第２項中「金額」の次に「又は令第 10 条の基準により定めた金額」を

加える。 

第 31 条第１項中「第 14 条第１項」の次に「及び第４項」を加え、同条第２項

中「第８条第２項」の次に「又は第３項」を加える。  

第 33 条第１項中「第 14 条第１項及び」の次に「第４項並びに」を加える。  

第 36 条第１項中「第 14 条第１項」の次に「若しくは第４項」を加える。  

第 39 条中「第 14 条第１項」の次に「若しくは第４項」を加え、「第 11 条」

を「第 12 条」に改める。  

第 40 条中「第 14 条第１項」の次に「若しくは第４項」を加え、「第 11 条」

を「第 12 条」に改める。  

第 53 条第１項中「第 14 条第１項」の次に「若しくは第４項」を加える。  

第 54 条後段中「第 14 条第１項」の次に「若しくは第４項」を加える。  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第 25 号 

 長門市交通指導員条例を廃止する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

                  長門市長 江 原 達 也 

 

長門市交通指導員条例を廃止する条例  

長門市交通指導員条例（平成 17 年長門市条例第 24 号）は、廃止する。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（長門市報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

２ 長門市報酬及び費用弁償条例（平成 17 年長門市条例第 45 号）の一部を次の

ように改正する。 

別表交通指導員の項を削る。  



議案第 26 号 

 長門市ふるさと・水と土保全基金条例を廃止する条例  

  令和２年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

長門市ふるさと・水と土保全基金条例を廃止する条例  

長門市ふるさと・水と土保全基金条例（平成 17 年長門市条例第 78 号）は、廃

止する。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第 27 号 

新市建設計画の変更について  

 新市建設計画を別紙のとおり変更することについて、市町村の合併の特例に関す

る法律（昭和 40 年法律第６号）第５条第７項の規定により、市議会の議決を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 



別紙 

 

 

 

長門市新市建設計画（変更） 

 

変更後 変更前 

P3 

第２章 計画策定の方針 

３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成 17 年度から令和６年度ま

での 20 か年とします。 

 

P31 

第 8 編 財政計画 

 財政計画は、新市における 20 年間の財政運営の

指針として、（以下省略） 

 

P33 

別表を次のように改める。 

※財政計画表に、令和６年度までを追加 

 

P3 

第２章 計画策定の方針 

３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成 17 年度から平成 31 年度ま

での 15 か年とします。 

 

P33 

第 8 編 財政計画 

 財政計画は、新市における 15 年間の財政運営の

指針として、（以下省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表

▼歳入 ＊実績 ＊計画

区　　分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

地方税 4,037 3,961 4,358 4,235 4,053 3,976 3,909 3,796 3,789 3,712 3,631 3,795 3,811 4,047 3,689 3,643 3,595 3,581 3,562 3,562
地方譲与税 406 546 255 246 230 224 218 204 195 187 196 194 193 195 207 197 197 205 205 205
利子割交付金 23 15 21 21 17 17 15 10 10 11 9 5 9 9 9 9 9 9 9 9
地方消費税交付金 381 378 367 339 350 351 336 329 326 397 682 592 596 622 620 770 770 770 770 770
自動車取得税交付金 140 143 141 122 75 63 57 71 54 27 46 45 63 67 30
地方特例交付金 113 87 23 40 59 71 61 9 9 9 10 10 11 13 63 17 13 13 13 13
地方交付税 8,545 8,293 8,047 8,216 8,473 8,996 9,321 9,271 9,573 9,406 9,283 8,976 8,627 8,138 8,106 7,978 7,806 7,800 7,766 7,766
その他交付金 39 42 44 23 24 24 24 23 49 52 50 30 46 34 45 83 124 124 124 124
分担金及び負担金 74 73 81 64 69 68 62 60 60 60 64 75 67 73 66 63 66 58 58 58
使用料及び手数料 641 654 718 730 734 729 762 749 734 731 706 702 528 335 300 300 300 300 300 300
国庫支出金 1,360 1,419 1,122 1,589 2,125 2,692 2,328 1,541 2,152 2,487 2,285 2,318 2,090 1,736 2,848 2,547 2,328 1,865 1,804 1,804
県支出金 1,961 1,860 1,949 1,723 1,533 1,460 1,469 1,407 1,840 1,689 1,602 1,833 1,552 1,557 1,829 1,422 1,471 1,450 1,448 1,448
財産収入 46 46 38 52 49 86 39 54 62 88 55 66 63 73 73 202 73 73 73 73
繰入金 997 37 0 452 0 0 10 1 1 349 3 7 170 110 622 159 332 389 374 374
諸収入 693 674 650 654 589 594 641 602 670 652 604 756 754 673 1,094 587 567 543 543 543
地方債 2,301 3,742 2,469 1,411 1,804 3,130 2,418 2,920 1,145 2,698 2,109 2,246 1,880 2,325 5,539 1,986 2,238 1,772 1,854 1,854
繰越金 1,592 649 349 373 514 462 498 452 531 762 644 817 919 1,037 852 0 0 0 0 0

歳入合計 23,349 22,619 20,632 20,290 20,698 22,943 22,168 21,499 21,200 23,317 21,979 22,467 21,379 21,044 25,992 19,963 19,889 18,952 18,903 18,903

変更計画数値（H26） 21,600 22,067 21,191 20,709 19,711 19,134 18,604

当初計画数値 21,392 20,970 20,620 22,476 20,950 19,362 18,995 18,746 18,450 18,355

▼歳出 ＊実績 ＊計画

区　　分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費 4,608 5,330 4,960 4,892 4,413 4,214 4,056 3,942 3,797 3,805 3,580 3,542 3,497 3,445 3,503 3,777 3,686 3,492 3,575 3,575
物件費 2,683 2,491 2,376 2,369 2,339 2,402 2,633 2,442 2,552 2,680 2,663 2,864 2,939 2,657 3,320 2,481 2,618 2,567 2,652 2,652
扶助費 2,060 2,113 2,124 2,172 2,257 2,644 2,741 2,860 2,823 3,023 3,096 3,242 3,162 2,926 3,137 3,242 3,236 3,236 3,235 3,235
補助費等 1,546 1,468 1,426 1,870 1,378 1,364 1,529 1,499 1,746 2,324 1,871 2,263 2,242 2,138 2,353 2,287 2,275 2,260 2,285 2,285
公債費 3,294 3,372 3,329 3,514 3,631 4,143 3,835 3,607 3,233 3,103 3,023 2,773 2,890 2,689 2,726 2,650 2,689 2,788 2,726 2,726
積立金 2,139 157 89 6 343 908 1,103 1,005 521 607 406 6 4 325 336 5 5 5 5 5
投資及び出資金等 141 133 136 139 130 118 105 117 113 117 115 527 341 375 303 318 323 327 332 332
繰出金 2,450 2,442 2,455 2,633 2,572 2,718 2,685 2,650 2,696 2,850 2,902 1,946 1,995 2,017 1,864 1,879 1,889 1,899 1,909 1,909
前年度繰上充用金 0
普通建設事業費 3,779 4,764 3,363 2,181 3,173 3,934 3,029 2,847 2,957 4,164 3,506 4,385 3,272 3,621 8,449 3,324 3,168 2,378 2,184 2,184

歳出合計 22,700 22,270 20,258 19,776 20,236 22,445 21,716 20,969 20,438 22,673 21,162 21,548 20,342 20,193 25,991 19,963 19,889 18,952 18,903 18,903

変更計画数値（H26） 21,600 22,067 21,191 20,709 19,711 19,134 18,604

当初計画数値 21,392 20,970 20,620 22,476 20,950 19,362 18,995 18,746 18,450 18,355

単位：百万円　

単位：百万円　

新市建設計画（変更）　P33　財政計画表



議案第 28 号 

山口県市町総合事務組合の共同処理する事務及び規約の変更について  

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 286 条第１項の規定により、令和２年

４月１日から、山口県市町総合事務組合規約（平成 18 年指令平 18 市町第 815 号）

第３条第６号に規定する事務の対象とする非常勤の職員及び同条第８号に規定する

事務を共同処理する団体を変更すること並びに同規約を以下のとおり変更すること

について関係地方公共団体と協議するため、同法第 290 条の規定により、市議会の

議決を求める。 

 令和２年２月 18 日提出  

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

   山口県市町総合事務組合規約の一部を改正する規約  

別表第２の８の項中「美祢市」の次に「、山陽小野田市」を加える。  

別表第３を次のように改める。  

 別表第３ 第３条第６号に規定する事務の対象とする非常勤の職員（第３条関係） 

団 体 対象とする非常勤の職員  

宇部市 １ 地方公務員法第 22 条の２第１項に規定する会計年度任

用職員 

２ 宇部市嘱託職員取扱要綱の規定により任用された嘱託

職員  

山口市 地方公務員法第 22 条の２第１項に規定する会計年度任用職

員  

山陽小野田市 地方公務員法第 22 条の２第１項に規定する会計年度任用職

員  

附 則 

１ この規約は、令和２年４月１日から施行する。  

２ 改正後の山口県市町総合事務組合規約別表第３の規定は、この規約の施行の日

以後に被災する非常勤の職員について適用し、同日前に被災した非常勤の職員に

ついては、なお従前の例による。  



議案第 29 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所           

２ 氏名 岡村 匠 

３ 生年月日            

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）



議案第 30 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所 

２ 氏名 伊藤正典  

３ 生年月日  

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）



議案第 31 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 田中一美  

３ 生年月日  

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  



議案第 32 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 坂本和義  

３ 生年月日  

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  



議案第 33 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 永尾敏明  

３ 生年月日  

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  



議案第 34 号 

長門市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 長門市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任することについて、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 423 条第３項の規定により、市議会の同意を求め

る。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 嶋田稔雄  

３ 生年月日  

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  



議案第 35 号 

人権擁護委員候補者の推薦について  

人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により、市議会の意見を求める。  

令和２年２月 18 日提出 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 中尾 努 

３ 生年月日  

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。）  

 



議案第 36 号 

長門市教育委員会委員の任命について  

長門市教育委員会委員に下記の者を任命することについて、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第４条第２項の規定により、市

議会の同意を求める。  

令和２年２月 18 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

記  

１ 住所  

２ 氏名 川端由紀子  

３ 生年月日  

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 

 


